
新年度予算の基本的な考え方  

 ※SDGｓ(エス ディー ジーズ) 
Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標） 

  2015 年の国連サミットで採択された「世界を変えるための 17 の目標」 
 

 

 

 

２０２３年度の重点的な取組 

資料 1 
 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓ未来安心予算 ～ これからも、すべての人にやさしいまちづくりを ～ 

 
 

 

豊かな自然と共生し、自然と調和の取れたまちづくりを進

めます。 
市民の暮らしや経済活動を支える、持続可能で安全安心

な生活基盤を整えます。 

・ 市役所新庁舎整備に向けた取組(P.４3) 

・ 消防機能の強化（新中崎分署の建設、江井島分署の 

改修）(P.４4) 

・ 西明石町・和坂地区の浸水対策(P.４4) 

・ 安全で利便性の高い幹線道路の整備(P.４5) 

・ 鉄道施設のバリアフリー化(P.４6) 

③ 豊かな自然と共生し、暮らしの質を高める 

 

④ 安全・安心を支える生活基盤を強化する 

拡大する「まちの好循環」 ～ １０年連続人口増加 ～ 

明石を取り巻く状況 

ＳＤＧｓ未来安心都市・明石を目指して ・ 再生可能エネルギー活用の推進(P.３5) 

・ 新ごみ処理施設の整備・運営に向けた取組(P.３7) 

・ １７号池魚住みんな公園の開設(P.３7) 

・ 大久保北部市有地の利活用(P.３8) 

・ 豊かな海づくりの推進(P.39) 

今後も「まちの好循環」を

維持・拡大し、持続可能で誰

もが住みたい・住み続けたい

と思えるまち「ＳＤＧｓ未来安

心都市・明石」の実現を目指

します。 

そのため、２０２２年度にス

タートしたあかしＳＤＧｓ推進

計画（第６次長期総合計画）、

あかしＳＤＧｓ前期戦略計画

に基づいて、ソフト・ハードの

両面から市民一人ひとりに

寄り添った取組を推進しま

す。 

●２０３０年のあるべき姿 

●重点的に推進するまちづくり 

全国的に人口減少・少子高齢化が進む中、

明石市は「こどもを核としたまちづくり」「誰

にもやさしいまちづくり」を進めることで、人

口は１０年連続で増加し、過去最高を更新し

続けています。 

人口増加の結果、ま

ちの賑わいや税収が

増加し、更なる施策展

開へとつながること

で、暮らしの安心とま

ちの魅力が向上する

「まちの好循環」が拡

大しています。 

こどもを核とした 

まちづくり 
 

誰にもやさしい 

まちづくり 

 
① こどもの育ちをまちのみんなで支える 

将来のまちづくりの担い手であり、まちの未来であるこ

どもの育ちを社会全体で支えます。 

 

誰もが住み慣れた地域で自分らしく、生きがいを持って 

暮らし続けられる笑顔あふれる共生社会づくりを進めます。 

② 笑顔あふれる共生社会（インクルーシブ社会）をつくる 

・ 高齢者の地域活動支援の充実(P.１９) 

・ 障害のある人に対する合理的配慮の提供・コミュニ 

ケーション支援の充実(P.２5) 

・ 犯罪被害者等に対する支援の充実(P.２8) 

・ ジェンダー平等の実現に向けた取組(P.３0) 

・ ひきこもり相談支援の充実(P.３3) 

  

市民が安心して暮らし続けることができるよう、物価高

での市民生活の支援や感染対策などに取り組みます。 

・ 食材価格高騰に伴う学校給食費支援(P.５5) 

・ こども夢応援プロジェクト事業の実施(P.５5) 

・ 新型コロナウイルス感染症対策の取組（P.５6） 

・ 自殺対策の充実(P.５7) 

・ 自治体ＤＸ（デジタル改革）の推進(P.５8) 

 

地域産業の振興のほか、文化の薫るまちの推進や、まち

の魅力を生かした賑わいの創出に取り組みます。 

・ 本のまち明石の取組 

～５図書館プロジェクトの推進～(P.49) 

・ 西明石地区活性化に向けた取組(P.５0) 

・ JR大久保駅前の魅力向上に向けた施設整備(P.５0) 

・ プラネタリウム１００周年記念事業の実施（P.５1） 

・ 農業経営・新規就農者への支援(P.５3) 

⑤ まちの魅力を高め、活力と交流を生み出す 

２０２３年度の方針 

本のまちづくり 

・ 高校生世代への児童手当の支給(P.６) 

・ 「明石独自の５つの無料化」の継続(P.７) 

・ こども養育支援の充実(P.８) 

・ 出産・子育て応援給付金の支給(P.９) 

・ 小学校の児童数増加に伴う対策(P.１６) 

・ 明石養護学校におけるスクールバスの導入(P.１７) 

⑥ 物価高騰などにおける市民生活の支援を強化する 

 


